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研究成果の概要（和文）：本研究は、農業外企業が農業条件の不利な地域において行う農業を核とした事業活動
の事例を抽出し、これらの活動が地域農業や農村社会の持続性向上に対してどのように貢献しうるかを明らかに
することを目的とした。本研究におけるケーススタディでは、農村社会構造に一定の理解を示しつつも、近代的
なマネジメント手法を取り入れながら、地域農業の持続的発展の貢献しようとする姿勢が窺える事例が多くみら
れた。
　参入企業サイドと地域農業・農協サイドが相互理解の下で信頼関係を構築することが、農業外企業の農業参入
を持続的なものにするための協働体制構築の可能性を高める最も需要な要素であるといえる。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to identify case studies of agriculture-based 
business activities conducted by general companies in areas with unfavorable agricultural 
conditions, and to determine how these activities can contribute to improving the sustainability of 
local agriculture and rural communities. Many of the case studies in this study showed an attempt to
 contribute to the sustainable development of local agriculture by adopting modern management 
methods, while showing a certain understanding of the structure of rural society.
　The establishment of a relationship of mutual trust based on mutual understanding between the 
entrant firms and the local agriculture and agricultural cooperatives is one of the most important 
factors for the entry of general companies introducing  agricultural businesses.

研究分野： 農業経済学

キーワード： 農村社会との親和性　地域農業との協働体制

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　農業参入企業と地域農業との対立構造は、地域農業・農協にとっては参入企業が本当に農地を適正に利用する
のかといった疑念、参入企業にとっては自分たちが地域農業から外部者として認識され、なかなか受け入れても
らえないのではないかといった懸念が存在したことが主たる要因であった。
　このようななかで本研究は、参入企業が農村地域の社会的特性を理解し地域の信頼を得ようとする努力に対し
て、地域農業・農協が応える形で解消しつつあることを明らかにした点に学術的意義がある。そして、農業参入
企業が農業ビジネスの持続性を向上させるにあたって、農協の営農指導によるサポートが重要であることを示し
た点は、社会的意義が大きい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
わが国の農業における担い手の高齢化・後継者不足による生産基盤の脆弱化への懸念が叫ば

れて久しい。このようななかで近年、注目を集めているのが農業外企業の農業参入である。2009
年の農地法改定により、リース方式の農地利用による一般法人の農業参入が解禁され、後述する
ようにその存在は年々大きくなっている。これまでわが国は、農民的土地所有に基づく家族経営
を中核的な担い手と位置づけ農業振興が図られてきたが、2014 年に政府はその基軸を大きく転
換させた。認定農業者、集落営農法人、認定新規就農者に加えて、農業外企業の農業参入を日本
農業の中核的な「担い手」の１つとして位置づけた。 
農業外企業の農業参入においては、かつては参入企業サイドおよび地域農業・農協サイドの双

方がそれぞれに対して「対立する存在」として認識されていた。しかし近年、地域農業サイドに
おいては家族農業経営の下での生産基盤が脆弱化するなかで、新開・飯田(2020)が指摘するよう
に、企業の農業参入に伴って、産地としての規模の確保、共同利用施設の稼働率向上、若い人材
が地域に入ってくることによる地域活性化などを期待する声も大きくなってきた。一方で、農業
に参入する企業は、農産物の販売や高付加価値化、生産体制などに課題を抱える場合が多く、利
益確保が十分に達成できない場合が見られると大仲(2018)は指摘している。また、受け入れ側の
農村地域は、参入した企業が安易に撤退しないか、地域の慣習などを乱さないかといった懸念が
存在すると新開・原田(2016)は指摘している。 
このようななか、参入企業サイドにおいても、後述するように指摘するように、農村社会構造

に一定の理解を示しつつも、近代的なマネジメント手法を取り入れながら、地域農業の持続的発
展の貢献しようとする姿勢が窺える事例が多くなってきた。このような企業は、これらの活動に
対して「社会的課題の解決を通じて本業の長期的利益を実現する」という CSV（Creating Shared 
Value）の考え方（Porter and Kramer, 2011)を見出しているという。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、農業外企業が農業条件の不利な地域において行う農業を核とした事業活動の事例
を抽出し、これらの活動が地域農業や農村社会の持続性向上に対してどのように貢献しうるか
を明らかにすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 本研究の方法であるが、中山間島しょ部において継続的なビジネスを展開している農業外企
業を研究対象として、その企業自体の経営戦略およびマネジメントの状況、企業活動がその所在
地において地域農業および農村社会に与える社会経済的効果、そしてその活動が企業価値向上
に与える効果を検討した。また、このような関係性を維持するための地域農業（主に農協組織）
の関わり方を検討し、わが国農業の持続的発展という視点から農業外企業における「地域農業と
の親和性」を定義した。 
 
４．研究成果 
（１）農業外企業による農業参入動向とビジネス面での課題 
①農業外企業による農業参入動向 

 図１は、リース方式による法人の農業参入の動向を示している。2009 年に一般法人に対して
農業参入が解禁されて以降、リース方式による農業参入数が年々増えており、2010 年の 427 経
営体から 2022 年には 4,202 経営体となり、この間で 9.8 倍にまで拡大した。このうち、株式会
社法人に注目すると、2010 年に 249 経営体であった農業参入数が 2022 年には 10.9 倍の 2,723
経営体となった。 
なお、2022年における農業参入企業の業種別割合は、農業・畜産業が30％、サービス業が18％、

食品関連産業が 17％、建設業が 9％である。また、作目別割合は、野菜が 36％、米麦等が 19％、
複合経営が 19％、果樹が 14％である。 
 
②参入企業が持つ農業ビジネス面での課題 
図２は、日本政策金融公庫が 2020 年に食品関連企業に行ったアンケート調査のうち、「農業参

入を実施した」または「検討・計画している」と回答した食品関係企業に対して、現状における
農業参入の課題を問うた回答の状況を示している。日本政策金融公庫(2020)はこの結果につい
て、「人材の確保」が最も大きな課題であるとしつつも、「採算性の判断」、「農地または事業地の
確保」、「技術習得」が課題であるとの回答が続いている点に注目し、「農業参入の際は、農業の
特性を理解している専門家によるサポートが求められている」ことが窺えると指摘した。これら
は、例えば、農協組織が地縁的協同体制の下で営農指導事業を購買事業および販売事業とセット
で行っている点で、そのサポーターとして最も適切な存在の一つであることを表しているとい
える。 



③農業外企業の農業参入にかかる「農村社会との親和性」の検討 
 日本農業においてその主要な担い手は家族農業経営であり、集落に所属しつつ生産と生活を
同時に行いながら暮らす多様な生産規模の農家およびその集合体といった農村社会構造が、わ
が国の食料供給および国土保全に大きく貢献していた。そして、農業産出額の 5割以上の取扱高
を占める農協系統組織は、耕作者本位に基づく連帯の構築によって生産性を向上させることを
目的として 1947 年に制度化されたが、その組合員の中核に位置づけられたのは、農民的土地所
有に基づく家族農業経営であった。 
しかしながら、都市と農村の不均等発展など日本社会の構造変化、食料消費構造の変化や農産

物価格の低迷などに伴う担い手の高齢化・後継者不足により、家族農業経営を中心とした農業生
産基盤が脆弱化し、日本農業の持続性が危ぶまれている。このようななか、最近では農村社会構
造に一定の理解を示しつつも、近代的なマネジメント手法を取り入れながら、農村地域において
農業を核とした事業を積極的に展開しようとする農業外企業の事例がみられている。これらは
高い地域農業との親和性を持ち、地域農業および農村社会の持続性向上に積極的に貢献しよう
とする姿勢が窺える事例が多い。 
先に示した 2022 年にリース方式によって農業参入を果たした企業を業種別でみた結果では、

農業・畜産業、サービス業、食品産業、および建設業の農業参入が多かった。サービス業の多く
は食品スーパーや生活必需品を販売する量販店であり、建設業は地域密着型のビジネスを展開
している点を考慮すれば、これらの企業は、従来から農村社会との関係性が深いといえる。参入
企業が農村社会で持続的な農業経営が可能となるために、農業生産・販売技術の蓄積のみならず、
参入側および受入側の双方における関係性を持続的にするという視点を導入することの社会的
意義は大きいといえる。 
 
（２）農業参入企業における農村社会との関係性構築と農協組織との協働体制確立の検討 
   －広島県におけるケーススタディをもとに－ 
 農業参入企業における「地域農業との親和性」について、①農村社会との関係性構築、②地域
農業（主に農協組織）との協働体制確立という２つ観点から 4 つのケーススタディ（表１）を検
討し、農村社会と農業参入企業とが持続的な関係を形成することの意義について考察を行った。 
 
①農業参入企業における農村社会との関係性構築 

a. 農業機械メーカーS 社（東広島市における参入事例） 
S 社（表１を参照）は、東広島市豊栄町において 2015 年に農地所有者 33 人と共同出資で経営

耕地面積 23ha の集落営農法人・K 社（株式会社）を設立し、農業に参入した。2019 年には地区
内で活動していた別の 2 つの集落営農法人と K 社とが共同経営体制に移行し、農地所有者 132
人、経営耕地面積 81ha となった。S 社は、農業ビジネスを通じた地域貢献を行うことで参入企
業としての農業経営の持続性を高める経営戦略を志向していた。例えば、合併前の集落営農法人
が行っていたキウイやブドウなどの果実生産について、経営効率だけでなく生産者の生産意欲
維持という視点からそのままの形で引き継いだ。また、経営主が死亡し廃業危機にあった創業 50
年のリンゴ観光農園を従業員や営業形態をそのままに事業を引き継ぐなど、地域農業や観光資
源の維持に努めていた。6次産業化の取組としては S社の精米技術を用いてコメの高機能化を行

（経営体）

資料：農林水産省経営局調べ（2022年1月1日現在）。

図１　農地利用のリース方式による法人の農業参入動向
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注１）有効回答した食品関係企業2,498社のうち、「農業参入を実施した」

　　（12.7％）または「検討・計画している」（4.8％）と回答した企業への質問

　　に対する回答状況を示している。

　２）挙げられた課題のうち、「地元との調整」は、2018年の調査で新たに加

　　わった項目である。

図２　食品関係企業の農業参入にかかる課題
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っていた。また自社レストランで当該高機能米を使った料理の提供や地域の内外での豊栄産農
産物の販売、豊栄の魅力発信なども行っていた。このほかにもリンゴ農園での直売や加工品販売
も行っており、自社の技術や食品産業での立ち位置、資金力と地域資源の特性を活かした６次産
業化を進めていた。 
S 社の考える農業ビジネスの戦略であるが、①持続性が損なわれつつある農村において農業経

営・技術的支援について出資を伴う形で直接的に行う、②農村地域の実情を考慮した経営組織形
態や販路や担い手を確立する、③最終的に地域住民による自立的経営をめざす、というものであ
った。そして、これらを S社が農村に寄り添いながら進めていくことで結果的に農村地域におい
て精米機などの S社商品を継続的に選ぶ顧客を維持していくという方向性を掲げていた。 
 

b. 食品メーカーP社（大崎上島町での参入事例） 
 P 社（表１を参照）は、大崎上島町において 2019 年よりレモン生産を開始した。広島県は国
産レモン発祥の地であり、わが国レモン生産量の約 6割を占め、産地や行政が一体となって生産
消費の振興が行われている。P 社は、水田の耕作放棄地 1ha を用いて 2019 年からレモン生産を
実施している。この農地は大崎上島町が斡旋し、P社社員 2人が定期的に来島し農作業を行って
いる。当初は大崎上島に週 3日間滞在し P 社東京本社と行き来していたが、最近ではほとんど大
崎上島に滞在するようになった。 
 P 社の農業ビジネスは、食品加工メーカーとしては原料調達先地域とのより踏み込んだ関係に
基づく取組であった。これを P社が決断するに至った背景には、次のような長期戦略を P社社員
が構築したことにある。P 社はこれまで、加工原料として輸入レモンを主に用いており、国産レ
モンを原料とした商品はわずかであった。しかし近年、国際社会において企業が求められる CSR
や SDGs の観点から、国産レモン事業の意義が拡大していることを P 社の担当社員は認識してい
た。そこで、当社員はこの農業ビジネスを本社のプロジェクトとして認知させるため、P社の農
業ビジネスの取組を踏まえた戦略の提案と併せて、わが国最大のレモン産地広島県のレモン生
産を支援することは、日本のレモン産業をリードする企業として使命であるとプレゼンテーシ
ョンで上層部に語ったという。 
 
②JA 営農指導事業による農業参入企業へのサポート状況 

  a. JA ひろしまの事例（東広島市 A社への支援） 
 JA ひろしまの事例であるが、当 JA は 2022 年 4 月に広島県内 9JA（佐伯中央、安芸、呉、広島
中央、芸南、三原、広島北部、三次、庄原）が合併して誕生した。 
本事例は、JA ひろしま広島中央地域管内、つまり合併前の旧 JA 広島中央の取組であるが、この
JA は東広島市（安芸津町を除く）および三原市大和町を管轄区域としていた。当 JA は、2011 年
から東広島市内で施設野菜の生産・販売を行っている A社（表１を参照）に対して 2014 年から
サポートを行っていた。A 社の親会社は、広島市に本社を置き広島県内で複数の調剤薬局を運営
している。 
A 社は 0.65ha のハウスで主に養液栽培のトマトを生産していた。農業参入開始当初、個選に

よる市場出荷であったが販売のノウハウを持っておらず、夏秋作中心で市場価格を見据えた品
種構成となっていなかったため、とりわけ価格状況の厳しい 6～8 月に多くの出荷がなされてい
たという。この状況を見かねた出荷先卸売業者が、市場価格を見据えた生産・販売体制になるよ
う「JA が間に入って指導して下さい」と当時の JA 広島中央に依頼した。そこで当 JA の担当営
農指導員はこの状況を改善するため、冬春作の導入を提案し、周年出荷体制を構築させた。同時
に、卸売市場への出荷と並行して、当 JA が運営する農産物直売所への出荷を勧めた。このこと
が奏功し、当企業のトマト平均価格や収益性が改善され、現在では生産物の 7割以上が JA を通
じた販売となったという。 
 

表１ 本研究で取り上げた農業参入企業の事例 
企業名 農場の所在 主な出資者 事業概要 農山村との関係 

A 社 東広島市西
条町 

調剤薬局チェー
ン 

0.65ha の農業用ハウス
でトマト等を栽培。 

農協を通じて市場出荷。 

M 社 北広島町豊
平地区 

運輸業者 19ha の農地を集積し、
キャベツ等を栽培。 

農協、全農を通じて販売。
農村社会の維持活動に積
極的。 

P 社 大崎上島町 食 品 メ ー カ ー
（飲食料品等の
製造） 

耕作放棄地 1ha でレモ
ン栽培を開始。 

地元農協や農業者、行政
と良好な関係のもとでの
事業を志向。 

S 社 東広島市豊
栄町 

農業機械メーカ
ー（精米機等の
製造） 

集落法人に出資し、
81ha でコメ、野菜、果
実、肉鶏等を生産。 

農村集落の維持に積極的
関与。 

資料：聞き取り調査に基づき、研究代表者が作成。 



  b. JA 広島市の事例（北広島町 M社への支援） 
 JA 広島市の事例であるが、当 JA は広島市（安芸区の一部、佐伯区の一部を除く）、廿日市市
の一部、府中町、安芸太田町、および北広島町芸北地区と豊平地区を管轄区域としている。当 JA
は、2018 年から北広島町豊平地区でキャベツの生産・販売を行っている M 社（表１を参照）に
対して、農業参入当初からサポートを行っていた。M 社の親会社は、大阪市に本社を置く総合物
流企業である。豊平地区は全域が中山間地域に位置し、当企業が従業員を地元の消防団活動にも
参加させるなど地域との信頼関係を重視した活動を行っていることから、M社に対する地域住民
の農地利用拡大への期待が高い状況にあった。 
このようななか、保有する農業設備・機械や人的資源に限界があるなかでの規模拡大が進み、

生産管理が十分に行えない状況もみられるようになってきた。そこで同 JA の担当営農指導員は、
当企業が持つ現状の経営資源から逆算して最も効率的な生産規模を当社従業員とともに 15ha と
割り出し、これに基づく計画の下での生産・販売を実現させた。このことで M社は、持続的な経
営が危ぶまれる状況を脱した形となった。M社は現在、自社が生産するキャベツをほぼ全量、JA
広島市および JA 全農ひろしまを通じて販売している。 
 
（３）考察 
最後に、これまでの研究結果を踏まえて、農業参入企業における「地域農業との親和性」につ

いて、次の 2点から考察を行いたい。 
第 1 に、農業参入企業における農村社会との関係性構築である。本研究で取り上げた事例で

は、それぞれ米加工機器製造、あるいはレモン加工といった本業で培った技術やノウハウといっ
た自社の強みを活かした農業ビジネスの展開によって、農村地域の課題解決と自社業績の発展
との両立をめざすことが経営戦略の柱となっていた。これは単なる事業の多角化や CSR といっ
た利益に反映しにくい社会貢献ではなく、社会的課題の解決を通じて本業の長期的利益を実現
するという CSV の考え方に相当するといえる。例えば S社は、これまで築いてきた地域との関係
を活かして地域に寄り添った事業を行った。また P社は、地域外の企業でありながらも担当者の
地域に寄り添った姿勢で業務を行い、これを企業が人的資源管理の方法として組み込んだ。これ
らは CSV の観点から構築された経営戦略に基づく取組であり、農業という地域を基盤とした産
業部門に農業外企業が参入する際、経営の持続性を担保するうえで重要な視点である。 
 第 2 に、農業参入企業と地域農業との協働体制である。農業参入企業と地域農業・農協とが対
立する存在とみられた背景には、地域農業サイドにとっては参入企業が本当に農地を適正に利
用するのかといった疑念、参入企業サイドにとっては自分たちが地域農業から外部者として認
識され、なかなか受け入れてもらえないのではないかといった懸念が存在したことが指摘でき
る。しかしながらこれらの対立構造は、本研究で取り上げた事例からみえたように、参入企業サ
イドが農村地域の社会的特性を理解し地域の信頼を得ようとする努力に対して、地域農業・農協
サイドが応える形で解消しつつあることが窺える。そして、これらの事例は、農業参入企業が農
業ビジネスの持続性を向上させるにあたって、農協の営農指導によるサポートが重要であるこ
とを示している。また、双方の信頼の下で Win-Win の関係を構築することがこのような活動の持
続性を担保することも明らかになった。つまり、参入企業サイドと地域農業・農協サイドが相互
理解の下で信頼関係を構築することが、農業外企業の農業参入を持続的なものにするための協
働体制構築の可能性を高める最も重要な要素の 1つであるといえる。 
 
＜附記＞ 
本報告書は JSPS 科研費 JP20K06258 の助成を受けて実施した研究のうち、主に橋本ら(2022)

および細野(2022)を基に加筆修正を行って研究代表者が作成したものである。 
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